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１　求人受理及び推薦・採用選考等の開始期日一覧表

　2025年度の公共職業安定機関における取扱いは、次のとおりとなります。

※１�　「高卒2年訓練課程」とは、高卒者を対象とする２年以上の普通課程の普通職業訓練（峡南高等技
術専門校：自動車整備科）、応用課程・専門課程の高度職業訓練（山梨県立産業技術短期大学校）又
は長期課程・研究課程・応用課程の指導員訓練のことをいい、その取扱いは、新規大学等卒業予定
者に準じた取扱いとなります。また、専科（高卒２年課程）についても、新規大学等卒業予定者に
準じた取扱いとなります。

※２�　ハローワークのほか、「学校等が行う無料職業紹介事業」を行っている公共職業能力開発施設に求
人申込みを行うことができます。

※３�　文書募集とは、新聞・求人情報誌・ビラ等による労働者の募集のことです。（ハローワークにおい
て確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるものでないこと。）

　各学歴（中学校を除く）における卒業（修了）者の就業開始については、卒業（修了）式の翌日
以降となります。なお、中学校卒業者の就業開始については、卒業後の４月１日以降となります。
（詳細については、Ｐ３４を参照）

注 意

⑴　新規大学等卒業予定者の取扱い
　　（大学・短大・高専・専修・専科（高卒２年課程）・職業能力開発施設（高卒２年訓練課程）（※１））

求 人 受 理 求人展示・公開 企 業 説 明 会
ハローワーク紹介
学 校 推 薦
採 用 選 考

就 職 面 接 会 採 用 内 定

職 業 安 定
機 関 取 扱 い 2月 1日〜 4月 1日〜 − 6月 1日〜

求人状況等地
域の実情に応
じて開催

10 月 1 日〜

大学側申合せ
（Ｐ４参照） 自主的判断 自主的判断 3月 1日〜 6月 1日〜 − 10 月 1 日〜

⑵　新規中学校・高等学校卒業予定者及び公共職業能力開発施設修了予定者の取扱い

求人申込先 求人受理
開始期日

求人返戻
開始期日

求人連絡
開始期日

学校訪問
開始期日

文書募集
開始期日
（※３）

推薦（紹介）
開始期日

採用選考
開始期日

中 学 校 ハローワーク 6月1日〜 − 7月1日〜 7月1日〜 行えない 1月1日〜 1月1日〜

高 等 学 校 ハローワーク 6月1日〜 7月1日〜 7月1日〜 7月1日〜 7月1日〜 9月5日〜 9月16日〜

公共職業能力
開 発 施 設
（高卒２年訓練
課程除く）
（※１）

ハローワーク
（※２）

訓練修了日
6ヶ月前〜 − − − − 訓練修了日

1ヶ月前〜
訓練修了日
1ヶ月前〜

1



２　求人申込みの際の留意事項

３　求人活動のルール

⑴　求人条件が、労働基準法などの法令に違反していないか、再度、ご確認をお願いします。
　　なお、法令に違反している求人については受理できませんのでご注意ください。

⑵�　求人の取消や求人数の削減等は、学校における進路指導や本人の就職活動に大きな混乱を生じさせ
ることとなりますので、求人申込み及び求人数の決定に当たっては、将来を見据えた的確な採用計画
に基づいて行うようお願いします。
　�　なお、やむを得ず求人の取消や求人数の削減等を行う場合は、事前に求人申込みを行ったハロー
ワークに通知する必要があります。

⑶�　学校や身体条件等で不合理に応募機会の制約をせず、本人の適性・能力に基準をおいて、幅広く学
生・生徒に応募機会を与えるようお願いします。

⑴　新規大学等卒業予定者
　�　新規大学等卒業予定者の採用・就職活動については、大学等側は「大学、短期大学及び高等専門学
校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」〔Ｐ４〜Ｐ９参照〕を定め、それを尊重した採用活動・
就職の取扱いを行うこととしておりますので、申合せに沿った求人活動をお願いします。

⑵　新規中学校・高等学校卒業予定者
　①　推薦（紹介）・採用選考期日の遵守
　　�　推薦（紹介）・採用選考期日は、「求人受理及び推薦・採用選考等の開始期日一覧表（P１参照）」

の期日を遵守してください。なお、積雪地等の道県については取扱いが異なりますので、管轄のハ
ローワークにお尋ねください。
　また、「新規高等学校卒業者に係る就職について（申合せ）」〔Ｐ２３参照〕により山梨県における
複数応募・推薦の取扱い等が定められておりますのでご承知おきください。

　②　家庭訪問の禁止
　　�　求人者又はその委託を受けた者が、求人活動のために直接家庭を訪問することは禁止されていま

す。
　③　学校訪問の制限
　　�　求人活動のための学校訪問については、原則、ハローワークにおいて確認を受けた求人票により

学校に求人申込みをした日（早くても７月１日）以降に行うこととなります。
　　�　ただし、学校の事前の了解のもとであれば、ハローワークに求人申込みをした日から行うことが

できます。
　④　利益供与の禁止
　　�　求人者又はその委託を受けた者が、保護者その他の関係者に金品又は利便の供与を行うことは禁

止されています。
　⑤　職場見学
　　�　職場見学は、生徒が事前に職業や職場への理解を深め、適切な職業選択や事前の理解不足による

就職後の早期離職の防止に資することを目的としているため、求人者は、職場見学の場において、
生徒本人の状況等を聴取したり、応募書類やそれに類する書類の提出を求めるなど、早期採用選考
に当たる行為のないようお願いします。

　⑥　縁故募集
　　�　縁故就職は、雇用条件が不明確になりがちであり、就職後、雇用条件を巡るトラブルに発展する

ケースも見受けられますので、ハローワークへの求人申込みをお願いします。
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４　新規大学等卒業予定者対象の求人申込み等について

⑴　求人の受理
　①�　ハローワークにおける求人申込書（大卒等）の受理は卒業年次前の２月１日以降となります。た

だし、求人の展示・公開については４月１日以降となります。
　　�　なお、ハローワークでは５月31日以前に職業紹介を行わないことから、事業所におかれまして

も、５月３１日以前に当該求人票による採用選考活動を行わないよう、お願いいたします。
　②�　ハローワークへの求人申込みは、
　　　ア　求人者マイページを活用する方法（Ｐ６８〜Ｐ６９）
　　　　　ハローワークインターネットサービスの求人者マイページの求人仮登録機能を利用する。
　　　イ　ハローワーク内に設置されている来所者端末により行う方法
　　　　　来所者端末の求人仮登録機能を利用して、求人申込みデータの内容を仮登録する。
　　　ウ　求人申込書（Ｐ１０〜Ｐ１９）により行う方法
　　　ア〜ウのいずれかにより行ってください。
　　　※�ハローワークに求人を申し込んだことがある場合（事業所登録手続きが完了している場合）は、

事業所情報の入力（仮登録）は省略されます。
　　　※住所を管轄（求人申込を）するハローワークにおいて事業所登録が必要です。
　　　※一連の流れは一般求人申込と同様です。
　　�　なお、「学校等が行う無料職業紹介事業」を行っている大学等へ求人申込みを行う場合は、学校に
　　よって、独自の求人票を使用していることもありますので、ご注意ください。

⑵　求人情報の提供
　�　ハローワークで受理した大卒等求人は、ハローワーク内の来所者端末で公開します。また、ハロー
ワークインターネットサービスでの公開については、求人申込書（大卒等）記入例（Ｐ１０～Ｐ１９）
を参照してください。

⑶　選考結果の通知
　①�　採用選考の結果については、速やかに、紹介を受けたハローワーク又は推薦を受けた大学等及び

本人に通知してください。
　②�　求人が充足しましたら、速やかに大卒等求人を申し込まれたハローワークへ連絡をお願いします。
　　（�※連絡がない場合は求人公開が2026年３月31日まで継続され、求人者・学生双方にご迷惑をおかけ

しますので、ご協力をお願いします。）

⑷　応募書類等
　�　統一的な応募書類は定められていませんが、厚生労働省では、就職差別につながる恐れのある事項
を除いた「新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例（Ｐ４７参照）」を示しています。

⑸　就業開始日
　�　採用を決定した者の就業開始は卒業後（卒業式の翌日以降）となります。
　�　また、採用内定後に入社前研修等を行う場合には、学生の学修に支障がないよう配慮をお願いしま
す。

ハローワークインターネットサービス（事業主の方へのサービス）
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/enterprise/ent_top.html
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令 和 6 年 4 月 16 日
就 職 問 題 懇 談 会

　大学、短期大学及び高等専門学校（以下、「大学等」という。）は、経済・社会構造が大きく変化してい

る状況の中で、未来を担い拓く学生に高い学力と豊かな人間性を身につけさせた上で、社会に送り出す社

会的使命を負っている。その責務を果たすためには、学校教育の充実と学生の学修環境を確保することが

不可欠である。

　その理念の下、国公私立の大学等で構成する就職問題懇談会は、就職・採用活動が多様化している中で、

学生が自己の能力や適性に応じて適切に職業を選択できるようにするための検討を行い、政府に対し就職

問題懇談会としての考えを伝え、令和5年12月に政府が公表した「2025年度卒業 · 修了予定者の就職・採用

活動日程に関する考え方」にも反映さ

れた。

　このような流れを踏まえ、就職問題懇談会では、令和７年度の大学等卒業・修了予定者に係る就職 · 採用

活動に関し各大学等が取り組む事項について下記のとおり申し合わせを定めた。

　この申合せを行うに当たり、各大学等においては、全教職員が協力し、全学的にこれを実行するよう努

める。

　なお、就職活動の秩序維持に関して、各大学等が取り組むだけでなく、就職問題懇談会としても企業及

び求人広告会社やその他就職支援サービス会社等に対し協力要請を行う。

記

１．各大学等は、就職 · 採用選考活動に関する本申合せの大きな目的が、我が国の持続的な発展の基盤とな

る人材育成という視野に立ち、学生の学修時間の確保や留学などの多様な経験を得る機会の確保など、学

生の学修環境の整備であることを再度認識する。その上で、各大学等は、学事暦に十分に配慮し、以下の

就職 · 採用選考活動日程を遵守するとともに、企業等に対して、その遵守を要請する。

　なお、海外留学や教育実習に取り組む学生も考慮して、多様性に配慮した広報活動及び採用選考活動を

実施することを企業等に要請する。

　また、卒業 · 修了後であっても新卒採用に応募を可能とすることも要請する。

［就職・採用選考活動日程］

　Ｉ．内容

　下記の就職・採用活動日程ルールを原則とする。

　　・広報活動開始ⅰ　　  ：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降

　　・採用選考活動開始ⅱ  ： 卒業 · 修了年度の６月１日以降

　　・正式な内定日　　　：卒業 · 修了年度の10月１日以降

令和７年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る
就職について（申合せ）
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　それに加えて、以下のⅡ . の人材については、

（ⅰ）卒業 · 修了年度に入る直前の春休み以降のタイミングで、産学協議会が令和４年４月にまとめた

タイプ３ⅲのうち専門活用型インターンシップを活用すること、かつ

（ⅱ）インターンシップ後の採用選考を経ること

により、６月の採用選考開始時期にとらわれないこととする。

Ⅱ . 対象

　対象となる人材については、タイプ３のうち専門活用型インターンシップを通じて判断される者とす

る。

（参考）タイプ３のインターンシップ（就業体験、自らの能力の見極め、評価材料の取得）

　　　汎用的能力 · 専門活用型インターンシップ

　　　（ⅰ）汎用的能力活用型インターンシップ実施期間は５日以上

　　　（ⅱ）専門活用型インターンシップ実施期間は２週間以上

　　　　注）実施期間のうち半分を超える日数は職場での就業体験が必要

２．各大学等は、就職 · 採用選考活動に関し、学生に対して、関連情報の周知や情報提供に努めるととも

に、個別の相談や指導等を行い、企業等に具体的な対応を要請する必要がないか確認するなど、きめ細か

な支援を行う。

３．各大学等は、採用選考において学生の学修成果や学業への取組状況を適切に評価するよう企業等に要

請するとともに、学生が自らの学修成果等を企業等に対して容易に説明できるよう、企業等において適切

な評価に資する情報 · 資料を、積極的に提供するように努める。

４．各大学等は、インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の本来の趣旨に鑑み、

その教育的効果を高めることに努める。特に、インターンシップ実施に当たって要件が定められているこ

とを踏まえ、「企業説明会」等を「ワンデーインターンシップ」などと称して実施することがないよう留

意する。なお、一定の要件を満たしたインターンシップで取得した学生情報は、原則として広報活動 · 採

用選考活動開始以降に使用できるが、それ以外は使用できないことを企業等に要請する。なお、令和７年

度以降の卒業・修了予定者に関しては、タイプ３のうち専門活用型 ( ２週間以上）かつ卒業 · 修了年度に

入る直前の春休み以降に実施されるインターンシップを通じて高い専門的知識や能力を有すると判断され

た場合については、例外的な取扱いとなる場合があることに留意する。

５．各大学等は、学生が求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利用するに当たっては、新卒採用

サービスの多様化に伴い、学生がその特徴を十分に理解した上で、業界・企業の十分な研究を通じて、適

切な利用方法により、進路を検討するよう学生へ周知・指導する。なお、就職・採用選考活動の早期化を

増長させないよう、学内での案内にも十分に留意する。
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具体的取組

１．就職・採用選考活動の円滑な実施

（１）就職・採用選考活動日程に関する留意事項

　大学等は、就職・採用選考活動の日程及びそれに付随して実施される「企業説明会」、学校推薦」、「正

式内定開始日」について、以下の取扱いを遵守する。

① 「企業説明会」の取扱い

　企業等が採用を目的として、事前に採用予定数や選考日程などの採用情報を広く学生に発信する「企

業説明会」に対する会場提供や協力については、卒業・修了前年度３月１日以降とする。また、「ワン

デーインターンシップ」などと称して、就業体験を伴わず、実態として特定の企業等の説明にとどまる

プログラムとならないように留意する。

② 学校推薦の取扱い

　学校推薦は、卒業・修了年度の６月１日以降とする。

③ 正式内定に至るまでの対応

　学生が正式内定に至るまで、いたずらに複数の内々定を保有した状態を継続することがないよう誠意

ある対応に努めることを指導するとともに、９月30日以前の内々定は学生を拘束するものではない旨を

周知徹底する。

（２）学生への周知・情報提供

① 就職・採用選考活動に関して注意すべき点の十分な周知

　各大学等は、学生が混乱することのないよう、就職・採用選考活動の時期等について、その趣旨を含

めて、学生に対して十分に周知する。特に、採用選考活動が授業期間と重複するスケジュールであるこ

とを踏まえ、学生個々の学業と採用選考関係の日程が重複する場合には、採用選考関係の日程調整に関

して企業等に相談することが可能であることを周知 · 指導する。

② 留学や教育実習等を希望する学生への周知

　各大学等は、留学や教育実習等を検討している学生には、企業等が様々な募集機会を設けることにつ

いて、積極的に検討するよう依頼しているとともに、そうした機会を提供している場合には、企業等が

情報発信するよう求めていること等を周知・指導する。

③ 就職関連情報の積極的な提供

　学生が進路選択する際の検討に資するため、各大学等は、特定の企業等に偏らない様々な企業等に関

する情報や、学部・分野別の就職実績等に関する情報の積極的な提供に努める。また、海外への留学や

外国人留学生の受入れを積極的に進めている大学等は、日本人海外留学者 IVや外国人留学生に対し、

企業等での採用に関する情報をインターネットなどの多様な通信手段も活用して積極的に提供し、就職

活動において不利にならないよう配慮する。

（３）学修成果等に関する情報の提供

　各大学等は、学生の卒業 · 修了前年度までの学修成果や学業への取組状況を学生が企業等に対して容易
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に説明ができるよう、企業等にとって確認 •閲覧しやすい形（例えば eポートフォリオやデイプロマ・サ

プリメント等） で提供するなど、学修成果等の適切な評価に資する情報 · 資料の提供に取り組む。

（４）相談体制の充実

　就職活動中の学生には、企業等からなかなか内々定がもらえないといったことや、企業等の職員からの

ハラスメントなど、あってはならないことが過去に起こっていることから、ガイダンスなどを通じてあら

かじめ学生に注意喚起するとともに、これらに学生が巻き込まれた場合に適切な対応ができるよう、既存

の就職支援窓口の充実や学生支援担当者の意識啓発を進める。

２．就職・採用選考活動の公平・公正の確保について

（１）インターンシップに係る大学の関与と学生への周知

　インターンシップとは、「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に

当たっての基本的考え方」（以下、「三省合意」という。）では「学生がその仕事に就く能力が自らに備わっ

ているかどうか（自らがその仕事で通用するかどうか）を見極めることを目的に、自らの専攻を含む関心

分野や、将来のキャリアに関連した就業体験（企業の実務を経験すること）を行う活動（但し、学生の学

修段階に応じて具体的内容は異なる）」とされていることから、大学等の教育・学生のインターンシップ

を始めとするキャリア形成支援の一環として、各大学等が積極的に関与する。各大学等が実施に関わる場

合は「三省合意」を踏まえ V、適切な実施を徹底する。

　学生に対しては、インターンシップは原則として就職・採用選考活動そのものではないということを周

知する。また、「ワンデーインターンシップ」などと称して、実質的に就業体験を伴わず業務説明の場と

なっているものについては、インターンシップではない旨を周知する。

　加えて、実質的に業務説明の場となっているインターンシップと称するものへの参加を理由に授業等を

欠席することは認めないことが望ましい。

（２）企業がインターンシップ等で取得した学生情報の取扱い

　各大学等は、企業等が一定の要件を満たしたインターンシップで取得した学生情報を、原則として3月

以降は広報活動に、6月以降は採用選考活動に使用できることを周知する。その際、企業等が一定の要件

を満たしていないにもかかわらず「インターンシップ」と称したプログラムを実施し、取得した学生情報

を広報活動・採用選考活動に使用しようとしていないか等について留意する。また、令和７年度の卒業・

修了予定者を対象とし、卒業 · 修了年度に入る直前の春休み以降に実施されるタイプ３の専門活用型イン

ターンシップについては、取得した学生情報を例外的に３月以降の採用選考活動に使用できることに留意

する。

　なお、令和7年度卒業 · 修了予定者を対象とし、広報活動 · 採用選考活動の開始期日以降に実施されるイ

ンターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組で、あらかじめ広報活動 · 採用選考活動の趣旨

を含むことが示されている場合は、この限りではない。
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３．その他の事項について

（１）求人広告会社やその他就職支援サービス会社の利用

　各大学等は、学生が求人広告会社やその他就職支援サービス会社を利用した就職活動を行う際には、そ

れらが本申合せを遵守したサービスであることを確認するとともに、学生がそれぞれのサービスの特徴を

十分に理解した上で利用するように指導し、学生が学業と就職活動を両立できる環境の確保に努める。な

お、就職・採用選考活動の早期化を増長させないよう、学内での案内にも十分に留意する。

（２）各大学等における職員採用の対応

　企業等への就職・採用選考活動のみならず、各大学等における職員採用においても、本申合せを踏まえ

た対応を行う。

（３）本申合せの周知と対応

　各大学等は、本申合せの内容について、学内の教職員はもとより、学生への周知徹底を図り、学生に不

安と混乱が生じないよう適切に対応する。

　また、我が国の持続的な発展の基盤となる人材育成という視野に立ち、企業等に対しても、本申合せの

内容の周知を図る。各大学等による企業等への直接的な要請は本申合せの趣旨の理解促進に極めて重要で

あるため、各大学等は主体的に上記に

取り組み、一層の周知徹底に努める。

　本申合せの内容に関して、企業等や求人広告会社やその他就職支援サービス会社等において不適切な取

組が行われていることを各大学等が確認した場合には、必要に応じて、各大学等において、今後の学生に

対する指導等の際に、当該企業等に関

する情報として共有する。

　さらに、悪質と思われる事案については、各大学や関係団体、就職問題懇談会等において情報共有し、

課題として検討することなどを通じて、大学等全体として、学生の学修環境の確保と就職活動の秩序維持

に努める。

（用語解説）

ⅰ　広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報などを学生に対して広く発信

していく活動を指す。

開始期日の起点は、自社の採用サイトあるいは求人広告会社やその他就職支援サービス会社の運営する

サイト等で学生の登録を受け付けるプレエントリーの開始時点（令和７年度卒業 · 修了予定者は令和７

年３月１日）とする。

また、会社説明会などのように、学生が自主的に参加又は不参加を決定することができるイベントは、

その後の選考活動に影響しない旨を明示するとともに、学事日程に十分配慮すること。

開始期日前は、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字

情報によるＰＲなど、不特定多数に向けた情報発信にとどめ、学生情報の取得や学生情報を活用した活

動は行わないこと。

（広報活動日程を事前に公表することは差し支えない。）
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なお、求人広告会社やその他就職支援サービス会社は、開始期日の前後を問わず大学の授業・試験期間

を十分に配慮したサイト等の運営に留意すること。

求人広告会社やその他就職支援サービス会社とは、従来の就職情報会社のみならず、学生の就職支援

サービスに関わるすべての民間企業・団体を指す。

ⅱ　採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動を指す。具体的には、

選考の意思をもって学生の順位付け又は選抜を行うもの、あるいは、当該活動に参加しないと選考のた

めの次のステップに進めないものであり、こうした活動のうち、時間と場所を特定して行う面接や試験

などの活動を指す。

ⅲ　タイプ３とは、キャリア形成支援の４つのタイプのうちの一つ。

　・タイプ１（オープン・カンパニー） ：主に企業・就職情報会社や大学キャリアセンター等が主催する

イベント・説明会を想定。

　・タイプ２（キャリア教育） ：主に企業がCSRとして実施するプログラムや、大学等が主導する授業・

産学協働プログラム（正課 · 正課外を問わない）を想定。

　・タイプ３（汎用的能力活用型インターンシップ、専門活用型インターンシップ） ：主に企業単独、大

学等が企業あるいは地域コンソーシアムと連携して実施する、適性 · 汎用的能力ないしは専門性を重

視したプログラムを想定。

　・タイプ４（高度専門型インターンシップ）：文部科学省を中心に試行的に実施している「ジョブ型研

究インターンシップ」や、「採用と大学教育の未来に関する産学協議会」で検討している「高度な専

門性を重視した修士課程学生向けインターンシップ」が該当。

このうち、（a）就業体験要件、（b）指導要件、（c）実施期間要件、（d）実施時期要件、（e）情報開

示要件の５つを満たすタイプ３及びタイプ４のみをインターンシップと称することとし、令和６年度

の卒業・修了予定者から当該インターンシップで得られた学生情報の活用が可能とされた。

ⅳ　令和６年度卒業・修了予定者のうち、留学期間が就職・採用選考活動の日程と重複する者など。

ⅴ　令和４年４月に 般社団法人日本経済団体連合会と大学関係団体等の代表者により構成される「採用と

大学教育の未来に関する産学協議会」において「学生のキャリア形成支援に係る産学協働の取組み」が

４つの類型に整理されたことを踏まえ、 令和４年６月に政府の「三省合意」が改正され、インターン

シップの定義の見直しが行われている。https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/sangaku2/20220610-

mxt_ope01_01.pdf
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５　新規高等学校卒業予定者対象の求人申込み等について

ハローワークへの求人申込みは、
　①　求人者マイページを活用する方法（Ｐ６８〜Ｐ６９）
　　　ハローワークインターネットサービスの求人者マイページの求人仮登録機能を利用する。
　②　ハローワーク内に設置されている来所者端末により行う方法
　　　来所者端末の求人仮登録機能を利用して、求人申込みデータの内容を仮登録する。
　③　求人申込書【高卒】（Ｐ２４～Ｐ３１）により行う方法
　①〜③のいずれかにより行ってください。
　※�ハローワークに求人を申し込んだことがある場合（事業所登録手続きが完了している場合）は、事

業所情報の入力（仮登録）は省略されます。
　※住所を管轄（求人申込を）するハローワークにおいて事業所登録が必要です。
　※一連の流れは一般求人申込と同様です。

⑴　求人の受理
　①�　求人申込書【高卒】（Ｐ２４～Ｐ３１）は、適正な求人条件の確保、早期推薦・選考の防止などの見

地から、事業所を管轄するハローワーク（Ｐ７９参照）で６月１日から受付を開始し、受理・確認い
たします。

　　�　高等学校への求人申込みは、ハローワークで求人内容等について確認を受けた高卒用求人票で
行ってください。

　②　求人申込書【高卒】は職種別に作成してください。
　③�　求人申込書【高卒】は、ハローワークにおいて内容を確認し、７月１日から高卒用求人票を求人

者へお返しします。
　④�　求人者は、ハローワークの確認を受けた高卒用求人票を７月１日以降に高等学校へ持参するか送

付してください。
　　�　なお、高等学校では、ハローワークの確認がない高卒用求人票に生徒を推薦できませんので、ご

承知おきください。
　　※民間職業事業者を活用する場合は、この限りではありません。
　⑤�　募集を希望する学校（推薦依頼校）がある場合は、推薦依頼高校一覧（Ｐ３３）を作成し、ハロー

ワークの確認を受けてください。また、学校に求人票を持参または送付する際に添付してください。

⑵　応募前職場見学
　�　生徒が応募・推薦前の求人事業所に対する職場見学を行うことは、生徒自らが応募先企業を選定・
確認する良い機会となることから、応募前職場見学（夏休み期間中等）受入可能な求人者は、「応募前
職場見学実施予定表（Ｐ３２参照）」も提出してください。

⑶　求人情報の提供
　①�　ハローワークで受理した高卒求人は、「高卒就職情報ＷＥＢ提供サービス」を通じて全国の高等学

校の進路指導担当者に公開します（求人申込書の公開希望欄を「公開する」とした場合）。
　　　また、全国のハローワークで共有します。
　②�　高等学校、ハローワーク相談窓口、就職面接会等において、広く就職希望の生徒に提供します。

21



⑸　推薦の開始
　�　紹介 ( 推薦 ) は、全国統一応募用紙（Ｐ４５～Ｐ４６）により、９月５日以降に到着するよう学校から
送付されます。

⑹　選考の開始
　�　選考開始の時期は９月１６日以降です。
　�　なお、面接等の採用選考を行わずに、応募書類のみで採否を決定することは事前選考となります。
　�　また、適性検査等や筆記試験のみで採否を決定することは、職業経験のない生徒の適性や能力を適
切に測れず正確な評価に欠けるおそれがあることから、総合的に評価するためにも必ず面接を行って
ください。

⑺　選考結果の通知
　①�　採否結果は、できる限り速やかに（採用選考後、おおむね７日以内）本人及び高等学校に通知し

てください。
　　　なお、高等学校あての通知には「本人通知済み」と付記してください。
　②　不採用となった生徒の応募書類については、速やかに高等学校へ返送してください。
　③�　採用により求人が充足しましたら、速やかに高卒求人を申し込まれたハローワークへ連絡をお願

いします（※連絡がない場合は求人公開が2026年６月30日まで継続され、求人者・生徒双方にご迷
惑をおかけしますので、ご協力をお願いします）。

⑻　応募書類等
　�　高等学校から求人者へ送付される応募書類は、全国統一応募書類（Ｐ４５～Ｐ４６参照）となってい
ますので、それ以外の「独自の社用紙」や「戸籍謄（抄）本」等の提出は求めないでください。
　�　また、採用試験（学科・面接）を実施される場合は、応募者の基本的人権を侵すことなく、募集職
種の作業遂行能力の判定上必要なものだけにとどめてください。

⑼　就業開始日
　　採用を決定した者の就業開始日は卒業後（卒業式の翌日以降）となります。
　　また、実習や研修についても、学校教育に支障を来すことが考えられるため、卒業後となりますの
でご注意ください。

　専修学校の高等課程（中学校又はそれに準ずる学校を卒業した者等を対象として設置される高等
課程）を対象とした求人は、上記に準じた取扱いとなります。

　学校卒業予定者の就職活動については特に配慮が必要であり、求人内容の変更、募集人員の削
減・募集の中止（充足以外）は、学生・生徒の就職活動に多大な影響を与え、円滑な就職の妨げと
なるものです。
　求人内容の変更、募集人員の削減・募集の中止は行わないよう、慎重な採用計画による求人募集
をお願いします。

注 意

注 意

⑷　求人の連絡
　�　求人情報を提供したい地域がある場合には、「全国高校便覧（高卒就職情報ＷＥＢ提供サービス内
https://koukou.gakusei.hellowork.mhlw.go.jp）」を参考に、希望する地域の高等学校へ高卒用求人票
（写）を送付してください。
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申合せ事項

令 和 ７ 年 ３ 月
山梨県高等学校就職問題検討会議

　山梨労働局、公共職業安定所、山梨県、山梨県教育委員会、山梨県高等学校長協会、山梨県高等学校教
育研究会進路指導部会、山梨県経営者協会、山梨県商工会議所連合会、山梨県中小企業団体中央会、山梨
県商工会連合会で構成する山梨県高等学校就職問題検討会議において、令和８年３月新規高等学校卒業者
の正常な学校教育の維持及び適正な職業紹介の円滑な推進を図るため、次の事項について申合せが確認さ
れました。

１．応募・推薦等について
（１）令和８年３月新規高等学校卒業者の応募・推薦については、令和７年１０月１４日までは一人の
生徒に同時並行して複数の応募・推薦を不可としますが、令和７年１０月１５日以降は複数応募・
推薦を可能とします。

（２）事業主の方には、令和７年１０月１５日以降においても採用選考機会の拡大をお願いします。ま
た、求人が充足・取消となった場合においては、速やかに学校及びハローワークへ連絡をお願いし
ます。

（３）複数応募・推薦に伴い、複数の企業から内定を得た場合に生じる生徒側からの採用辞退に対して、
企業側の理解をお願いします。

２．求人の指定校制について
　企業が学校を指定して求人募集を行うことは、均等な就職機会の確保の観点からは望ましいもの
ではありませんが、その職種や仕事内容から学校・学科の指定等に一定の合理性が認められる場合
があることを考慮し、事業主の方々には出来る限り求人の共有化をお願いします。

３．高校求人の確保について
　応募・推薦については上記１に示したとおりですが、当該申合せを履行するうえで、求人の確保
は必要不可欠であります。このため、企業・学校・行政においては、高校生の求人確保に最大限努
力するようお願いします。

４．応募に係る採否通知について
　応募に対する採否の通知については、可能な限り速やかに応募者(学校を含む)に通知されるよう、
最大限企業側に協力をお願いします。

５　応募前職場見学について
　募集する求人の職種やその仕事内容を生徒が理解しやすくなるよう、企業は職場見学が可能とな
るよう配慮をお願いします。
　生徒が自身の適性を探求し、応募に向け意思を醸成するため、可能な限り応募前職場見学を活用
できるよう、企業・学校ともに最大限協力をお願いします。

令和８年３月新規高等学校卒業者に係る就職について
（申合せ）
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６　新規中学校卒業予定者対象の求人申込み等について

７　公共職業能力開発施設修了者対象の求人申込み等について

⑴　求人の受理
　①　中卒用求人票（Ｐ３５参照）は、事業所を管轄するハローワークにおいて６月１日から受理します。
　②　中卒用求人票は、職種別に作成してください。
　③　青少年雇用情報シートも併せて作成してください。
⑵　求人の連絡
　�　他の地域での採用を希望する求人は、７月１日以降、その地域を管轄するハローワークへ求人の連
絡を行います。
⑶　選考結果の通知
　①�　採否結果は、できる限り速やかに（採用選考後、おおむね７日以内）本人、紹介を受けたハロー

ワーク及び中卒用求人の申込みを行ったハローワークに通知してください。
　②�　不採用となった生徒の応募書類については、速やかに紹介を受けたハローワークへ返送してくだ

さい。
⑷　応募書類等
　�　紹介状に添付して求人者へ送付される応募書類は、全国統一応募書類（Ｐ４４参照）となっています
ので、それ以外の「独自の社用紙」や「戸籍謄（抄）本」等の提出は求めないでください。
⑸　就業開始日
　　採用を決定した者の就業開始日は、労働基準法第56条の規定により４月１日以降となります。
　　また、実習や研修についても４月１日以降となりますのでご注意ください。

⑴　求人の受理
　①�　公共職業能力開発施設修了者を対象とする求人の申込みは、おおむね職業訓練修了日の６ヶ月前

から事業所を管轄するハローワークで行います。
　　�　また、「学校等が行う無料職業紹介事業」を行っている公共職業能力開発施設にも求人申込みを行

うことができます。

　②　求人申込みは、一般求人申込を職種別に作成して行ってください。
⑵　求人の連絡
　　他の地域から採用を希望する求人は、その地域を管轄するハローワークへ求人の連絡を行います。
　　また、公共職業能力開発施設へ求人情報の提供を行います。
⑶　選考の連絡
　�　採否結果は、できる限り速やかに（採用選考後、おおむね７日以内）本人及び紹介を受けたハロー
ワークに通知してください。
⑷　就業開始日
　　採用を決定した者の就業開始日は修了日の翌日以降となります。

　高卒２年訓練課程（県立峡南高等技術専門校：自動車整備科、県立産業技術短期大学校）は新規
大学等卒業予定者と同様の取扱いとなります。

注 意
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８　公正な採用選考のために

⑴　採用選考の基本的な考え方
　①　『人を人としてみる』人間尊重の精神、すなわち、応募者の基本的人権を尊重する。
　②　応募者の適性・能力に基づいた基準により行う。
　　�　日本国憲法（第２２条）は、基本的人権の一つとして全ての人に「職業選択の自由」を保障して

います。
　　�　一方、雇用主にも、採用方針・採用基準・採否の決定など、「採用の自由」が認められています。
　　�　しかし、「採用の自由」は、応募者の基本的人権を侵してまで認められているわけではありません。
　　�　採用選考を行うに当たっては、一定のルールがあります。採用条件、採用基準にあったすべての

人が応募できる原則が確立されているか、結果的にしろ特定の人を排除することになっていないか、
事前に十分チェックすることが大切です。

⑵　採用方針・採用計画のチェックポイント
　①　雇用条件・採用基準はあらかじめ定められていますか。
　②　雇用条件・採用基準に適合するすべての人が応募できる原則が確立されていますか。
　　　縁故の有無、性別等によって異なる取扱いをしていませんか。
　③　次のような人たちを、採用選考を行う前から排除しようとしていませんか。
　　　　ア 同和地区出身者　　イ 特定の性別・性自認　　ウ 障害者　　エ ひとり親家庭の人　
　　　　オ 定時制・通信制課程修了者　　カ 外国籍の人　　キ 特定思想・信条の人。
　④�　応募者本人の適性や能力に関係のないこと、たとえば親（保護者）の職業や家庭状況などを採否

の基準としていませんか。
　⑤　採用方針、採用予定の職種や人数、配置が合理的かつ計画的に定められていますか。
　⑥　男女別に採用予定人数を決めていませんか。

⑶　選考基準・選考方法のチェックポイント
　①　募集職種の職務を遂行するために必要な適性と能力に基づく公正な選考基準ができていますか。
　　�　知識、技能、履修科目、身体条件等について、職務遂行上必要な条件やレベルが明確になってい

ますか。
　②�　これまでの慣習、経験にとらわれず、選考基準にどの程度適合しているか否か、公平かつ公平に

評価する方法がとられていますか。
　③�　書類選考だけというようにひとつの方法のみで評価しようとせず、総合的に評価するようにして

いますか。適性と能力を推し量るうえで、「面接」は欠かせないものです。特に職業経験のない新規
中学校・高等学校卒業予定者については、書類選考を経ずに面接選考を実施してください。

　④　選考基準や選考方法を定めるにあたって、応募者の基本的人権に十分配慮していますか。
　⑤�　表面に現れる要素だけで判断せず、潜在的な資質や長所を積極的に見出すような配慮がなされて

いますか。

⑷　募集・応募書類のチェックポイント
　①　求人票、求人募集要項は、採用方針、採用計画等に基づき正しく記載されていますか。
　②�　選考期間、回数等、生徒や学生等に過度な負担をかけていませんか。
　③�　応募書類について
　　　・新規中卒者については「中学校用統一応募書類　㊥職業相談票〔乙〕」（Ｐ４４参照）
　　　・新規高卒者については、「高校用統一応募書類」（Ｐ４５～Ｐ４６参照）
　　　・�新規大卒等者については、「新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例（Ｐ４７参照）に準じ

た様式」を使用していますか。
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　④�　戸籍謄（抄）本を提出させたり、「身上調書」「アンケート」「エントリーシート」といった名目で
本籍地や家庭状況、思想・信条など差別につながるおそれのある事項を記入させたりしていません
か。

⑸　選考方法のチェックポイント
　①　学科試験・作文について
　　ａ�　業務遂行に必要な知識・能力を持っているかどうかを判断するために実施していますか。
　　ｂ�　作文の課題として、本人の家庭環境（「私の生い立ち」「私の家族」等）や、思想・信条（「私の

尊敬する人物」等）等を推測できるテーマを課していませんか。
　②　適性検査について
　　ａ　適性検査をその目的以外に使用していませんか。
　　ｂ　適性検査の実施・判定及びその利用は、専門的知識を有する人が行っていますか。
　　ｃ�　適性検査の実施をいわゆるテスト業者に任せた場合、その結果や報告の詳細について説明を受

け、理解したうえで選考を行っていますか。
　③　面接について
　　ａ　面接によって何を判断するかが明らかになっていますか。
　　ｂ�　応募者の容姿・印象等にとらわれず、客観的に適性・能力を判断できる方法・基準ができてい

ますか。
　　ｃ�　面接担当者には、適切な人がなっていますか（偏見がない、面接技術や観察力が高い、感情に

左右されない等）
　　ｄ　質問内容について、面接担当官全員で、事前に十分な検討がなされていますか。
　　ｅ　質問項目について、応募者の基本的人権に十分配慮した内容となっていますか。
　　　�　以下に掲げる事項について面接時に質問することは、就職差別につながるおそれがあります。
　　　�　また、応募者自ら下記事項について話してきた場合には、応募者本人の適性と能力により選考

する公正採用選考の趣旨を説明し、これらのことについては採否に影響がないことを説明するな
ど、十分に配慮して面接を行うことが必要です。

【山梨労働局ホームページ参照】
「公正な採用選考の観点から厚生労働省が新たに作成した履歴書様式例」 【QRコード】
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【就職差別につながる質問例】
　本人に責任のない事項
　　・「本籍・出生地」に関すること
　　・「家族」に関すること（職業、続柄、健康、地位、学歴、収入、資産など）
　　・「住宅状況」に関すること（間取り、部屋数、住宅の種類、近隣の施設など）
　　・「生活環境・家庭環境など」に関すること

　本来自由であるべき事項
　　・「宗教」に関すること
　　・「支持政党」に関すること
　　・「人生観・生活信条など」に関すること
　　・「尊敬する人物」に関すること
　　・「思想」に関すること
　　・「労働組合（加入状況や活動歴など）」、「学生運動などの社会運動」に関すること
　　・「購読新聞・雑誌・愛読書など」に関すること

　④　身元調査のチェックポイント
　　　家庭状況等の「身元調査」を実施していませんか。
　　�　企業が採用に当たって、応募者の本籍、生活状況、家族の職業などを調査することは、応募者の

適性・能力に関係のない事柄を採用基準とすることになり、その結果、就職の機会が閉ざされるこ
とになります。

　　�　企業においては身元調査を行うことなく、応募者の適性・能力によってのみ採否を決める公正な
採用選考システムの確立に努めてください。

⑹　採否の決定と採用決定（内定）後についてのチェックポイント
　①�　選考の結果、採否決定に用いたデータなどが、応募者の求めに応じていつでも開示できるよう、

きちんと整理されていますか。
　②　不採用とする場合、その理由を明確にしていますか。
　③�　就職についての承諾書に企業側の一方的な考え方による取り消しや留保条件をつけていませんか。
　④�　入社にあたって画一的に戸籍謄（抄）本、住民票の写し等の提出を義務付けていませんか。（労働

者名簿から「本籍地」の項目は削除されています。）。

実現しよう公正な選考採用

応募者に広く門戸をひらき応募者の適性・能力を基準
とした公正な採用選考を行いましょう。

採用選考時に本籍・出生地・家族などの本人に責任ない事項を
把握することは就職差別につながるおそれがあります。

令和３年度にハローワークが把握した就職差別につ
ながるおそれがある事象のうち「家族」にかかる質
問等が４割以上を占めています
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次の個人情報の収集は原則として認められません
★　人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項
　　・家族の職業、収入、本人の資産等の情報
　　・容姿、スリーサイズ等差別的評価につながる情報
★　思想及び信条
　　・人生観、生活信条、支持政党、購読新聞・雑誌、愛読書
★　労働組合への加入状況
　　・労働運動、学生運動、消費者運動その他社会運動に関する情報

違  反  し  た  と  き  は
★　違反行為をした場合は、職業安定法に基づく行政指導や改善命令を発出する場合があります。
★　�改善命令に違反した場合は、罰則（６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金）が科せられる場

合もあります。

個人情報の収集は、本人から直接又は本人の同意の下で収集することが原則です。

　労働者の募集を行う者や求人者は、募集や求人の方法（自社のホームページの利用、求人サイトの利用、
ハローワーク等への本人申込み等）を問わず、法及び指針を遵守して行わなければいけません。
　しかしながら、就職差別を未然に防止し、公正な採用選考を図るためには、この規定、指針だけを遵
守すればよいというものではありません。
　本人に責任のない事項や、本来自由であるべき事項等本人の適性・能力以外のことを採用基準にする
こと、不適正な募集・応募書類の使用、身元調査等は就職差別につながるおそれがあるということを十
分認識いただき、今後とも、公正な採用選考システムの確立が図られるよう、さらに積極的な取り組み
をお願いします。
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職 業 安 定 法（抄）
（求職者等の個人情報の取扱い）

第�５条の４　公共職業安定所等は、それぞれ、その業務に関し、求職者、募集に応じて労働者になろう
とする者又は供給される労働者の個人情報（以下この条において「求職者等の個人情報」という。）を
収集し、保管し、又は使用するに当たっては、その業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者等の個
人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。
　　ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。
　　（以下略）

指 針（平成１１年労働省告示第１４１号）（抄）
第４　法第５条の４に関する事項（求職者等の個人情報の取扱い）
１　個人情報の収集、保管及び使用
　⑴�　職業紹介事業者等（注）は、その業務の目的の範囲内で求職者等の個人情報（以下単に「個人情報」

という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収集してはならないこと。ただし、特別な職
業上の必要性が存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠であって、収集目的を示して本
人から収集する場合はこの限りではないこと。

　　イ　人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項
　　ロ　思想及び信条
　　ハ　労働組合への加入状況
　　イからハについては、具体的には、例えば次に掲げる事項等が該当します。
　　イ関係
　　　①�　家族の職業、収入、本人の資産等の情報（税金、社会保険の取扱い等労務管理を適切に実

施するために必要なものを除く。）
　　　②　容姿、スリーサイズ等差別的評価に繋がる情報
　　ロ関係　人生観、生活信条、支持政党、購読新聞・雑誌、愛読書
　　ハ関係　労働運動、学生運動、消費者運動その他社会運動に関する情報

　⑵�　職業紹介事業者等は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意の下で
本人以外の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければならないこと。

　⑶�　職業紹介事業者等は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校の新規卒業予定者から応募書類
の提出を求めるときは、職業安定局長の定める書類（全国高等学校統一用紙又は職業相談票（乙））
により提出を求めること。

　⑷�　個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られること。ただし、他の保管若しくは使用の
目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合は、この限りでないこと。

２　個人情報の適正な管理
　⑴�　職業紹介事業者等は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る措置を講ずると

ともに、求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければならないこと。
　　イ　個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置
　　ロ　個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置
　　ハ　正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置
　　ニ　収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するための措置
　⑵�　職業紹介事業者等が、求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が

正当な理由なく他人に知られることのないよう、厳重な管理を行わなければならないこと。
　　　なお、有料職業紹介事業者は特に厳重な管理を行わなければならないこと。
　　　（以下略）

（注）　「職業紹介事業者等」には、労働者の募集を行う者や求人者も含まれます。
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公正採用選考人権啓発推進員設置要綱
１　目　的
　�　職業安定行政の課題である国民の職業選択の自由、就職の機会均等を確保し、雇用の促進を図るた
めには、雇用主が同和問題などの人権問題についての正しい理解と認識のもとに、公正な採用選考を
行うことが必要である。

　�　このため、一定規模以上の事業所等について、公正採用選考人権啓発推進員（以下「推進員」とい
う。）の設置を図り、推進員に対し計画的・継続的な研修等を行って、当該事業所における公正な採用
選考システムの確立のために必要な知識、理解及び認識を深めることを目的とする。

２　推進員設置対象事業所
　�　原則として次の基準に該当する事業所を、推進員を設置する事業所として選定するものとする。な
お、事業所とは企業単位でなく、本社、支社、工場等にかかわらず、公共職業安定所管内に在立する
事業体とする。

　　⑴　常時使用する従業員の数が８０人以上である事業所
　　⑵�　常時使用する従業員の数が８０人未満であって、就職差別事件又はこれに類する事象を惹起し

た事業所
　　⑶　常時使用する従業員の数が８０人未満であっても、理解の得られる事業所

３　推進員の選任基準
　�　推進員は、原則として人事担当責任者等採用・選考に関する事項について、相当の権限を有する者
から選任するものとする。

４　推進員の役割
　�　推進員は、国民の就職の機会均等を確保するという視点に立って、次の事項について中心的な役割
を果たすものとする。

　　⑴　公正な採用選考システムの確立を図ること。
　　⑵　職業安定行政機関との連携に関すること。
　　⑶　その他当該事業所において必要とする対策の樹立及び推進に関すること。

５　推進員の選任状況の把握
　�　公共職業安定所長は、推進員の選任を行った事業所から別に定めるところにより、報告を求めるも
のとする。

６　推進員に対する研修等の実施
　�　山梨労働局職業安定部職業安定課及び公共職業安定所は、推進員に対しその役割を果たすために必
要な研修等を実施するものとし、必要に応じて関係行政機関等の協力を要請するものとする。

７　その他必要な事項は別に定めるところによる。

【山梨労働局ホームページ参照】
「公正採用選考人権啓発推進員制度について」 【QRコード】
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１　学校名

ふりがな

年 月 日
（満 歳）

ふりがな

（郵便番号 － ）

〔　　〕段階評価

年 月 日 中学校長

（所在地）

（郵便番号） （電話番号）

※安定所記載欄

思いやり･
協力

生命尊重･
自然愛護

勤労・奉仕

公正・公平

行動の
状　況

公共心・
公徳心

行
動
の
記
録

健康･体力
の向上

自主･自律

責任感

項　目

本
人
の
ア
ピ
ー

ル
ポ
イ
ン
ト
・
推
薦
事
由
等

主　な　理　由

項　目
行動の
状　況

２

３

創意工夫

公共職業安定所

本人の特長を示すものに○印を付けるも
のとする。

基本的な
生活習慣

１

特
別
活
動

総
合
的
な
学
習
の
時
間

特
別
の
教
科

道
徳

学
業
成
績

出
席
状
況

写

真

貼

付

現
住
所

欠席日数 特　記　事　項学年

氏
名

性
別

応　　募　　書　　類

（ 中 職 業 相 談 票 〔乙〕）

生
年
月
日

美 術

数 学

理 科

音 楽

保 健 体 育

技 術・ 家庭

外 国 語

３学年選択教科名３学年必修教科名

国 語

社 会

受 付 番 号受 付 番 号
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９　男女均等な募集と採用選考のルール

　すべての人に職業選択の自由が保障されており、企業は従業員の採用に当たって一定のルールに沿っ
た採用選考を行うことが求められています。男女均等な募集・採用というのもそのルールの一つです。
男女差別のない公平な採用選考をお願いします。
　男女雇用機会均等法は、労働者の募集及び採用について、性別による差別を禁止し、男女均等な取扱
いを求めています。　（法第５条）
　また、業務上の必要性など合理的理由がない場合に労働者の「身長・体重・体力」を要件とすること
等を間接差別として禁止しています。　（法第７条）

◎性別を理由とする差別
①　募集又は採用に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること
　　【例１　「男性歓迎」、「女性向きの職種」等の表示】
　　【例２　正社員は男性のみ、パートは女性のみとする】
　　【例３　求人票等では男女ともに募集しているが、応募受付を男性のみとする】
②　募集又は採用に当たっての条件を男女で異なるものとすること
　　【例１　女性についてのみ「未婚」「子を有していないこと」等を条件とする】
③�　採用選考において、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方法や基準について男女で異な
る取扱いをすること
　　【例１　男女で異なる採用試験を行う】
　　【例２　男女で異なる合格基準を設ける】
　　【例３　面接で女性にのみ「子供が生まれた場合に継続就労するか」等質問する】
④　募集又は採用に当たって男女のいずれかを優先すること
　　【例１　男女別の採用予定人数を設定する】
　　【例２　男性の選考を終了した後で女性を選考する】
⑤　求人の内容の説明等募集又は採用に係る情報の提供について、男女で異なる取扱いをすること
　　【例１　資料の内容や資料を送付する時期を男女で分けて取扱う】
　　【例２　説明会を男女別に実施する】

◎間接差別
①�　労働者の募集又は採用に当たって、合理的な理由なく、労働者の身長、体重又は体力を要件とする
こと
②�　労働者の募集又は採用に当たって、合理的な理由なく、転居を伴う転勤に応じることができること
を要件とすること

◎法違反とならない場合
　ポジティブ・アクションの取組や業務遂行上一方の性でなければならない職務等、法の適用除外とな
るものがありますが、個別具体的に判断する必要がありますので、詳しくは雇用環境・均等室（０５５
−２２５−２８５１）へお問い合せください。
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問題例と改善の方向

・‌�　「総合職は男性、一般職は女性」、「パートは女性のみ」
という方針で採用計画を立てる。

○�　すべての業務の募集に応募する機会を男女均等に与
えなければなりません。

・‌�　「女性は結婚で退職する」、「得意先は男性の営業職を
望んでいる」というような理由で、男女別に採用職種
を特定したり、男女別の採用人数を設定する。

○�　これまでの固定観念にとらわれず、それぞれの職種
で必要とされる能力や適性を客観的に検討し、男女均
等な採用計画を立てる必要があります。

・‌�　募集要項を女子校や女子大に限って配布したり、学
校に推薦を依頼する際に男性のみと指定する。

○�　募集の対象から一方の性別が排除されることのない
よう、均等な機会の実質的な確保が必要です。募集要
項の配布先や学校推薦の依頼の仕方にもご留意くださ
い。

・‌�　女性のみ、「自宅通勤可能であること」「未婚である
こと」、「子を有していないこと」などを条件とする。

○�　男女で異なる条件を設けることは、一方の性につい
て応募できる範囲が狭くなり、均等な機会が与えられ
ていないことになります。男女で異なる条件を付して
いないかを確認してください。

・‌�　募集要項や就職情報誌の求人情報等において、男性
又は女性を表す名称で募集職種を表示したり男女どち
らか一方を採用対象としているような表現をする。

○�　「営業マン」、 「○○レディ」、 「男性歓迎」、「女性向
き」などの表示や写真・イラストにより一方の性に偏っ
た職場を強調する表現は改める必要があります。

・‌�　面接において、女性にだけ結婚後の就業意思を質問
したり、「女性は職場の花」、「女性は結婚、出産したら
家庭にはいるべきである」という発言を行う。

・‌�　会社説明会やセミナーにおいて、女性の採用につい
て消極的であると思わせるような説明を行う。

○�　会社説明会や面接において差別的発言やセクシュア
ルハラスメントに該当するような質問が行われると、
企業の社会的評価に影響を与えかねません。採用担当
者が差別的な発言や説明を行うことがないよう、マ
ニュアル・説明資料を配布したり事前の研修を行うな
ど、ルールの徹底が重要です。

・‌�　「一般的、平均的に女性はこうだから」といった先入
観（女性は勤続年数が短い、細かい作業に向いている
等）や固定的な性別役割分担意識に基づいた選考を行
う。

○�　性別に左右されることなく、採用試験全体を通じて
得られた応募者の意欲、能力、適性などを総合的に評
価し、内定の可否を決定する必要があります。均等法
の理解とともに、男女差別的意識や性別役割分担意識
を取り除くことも必要です。これらについても日頃か
らの配慮をお願いします。

１０　就職活動中の学生等の求職者に対するセクシュアルハラスメントの防止

　事業主は、男女雇用機会均等法第 11 条の２の職場におけるセクシュアルハラスメントに関する責務規
定の趣旨も踏まえ、就職活動中の学生等の求職者に対する言動についても、次の取組を行うことが望ま
しいこととされています。就職活動中の学生等の求職者に対するセクシュアルハラスメントの防止のた
めの対応の徹底をお願いします。
　１�　法第 11 条第１項の職場におけるセクシュアルハラスメントの防止のための雇用管理上の措置とし

て職場におけるセクシュアルハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化等を行う際に、就
職活動中の学生等の求職者に対する言動についても同様の方針を示すこと。

　２�　就職活動中の学生等の求職者から職場におけるセクシュアルハラスメントに類すると考えられる
相談があった場合に、その内容を踏まえて、雇用管理上の措置全体を参考にしつつ、必要に応じて
適切な対応を行うように努めること。

　就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメント等については、正式な採用活動のみならず、
OB・OG訪問等の場においても問題化しています。企業としての責任を自覚し、OB・OG訪問等の際
も含めて、セクシュアルハラスメント等は行ってはならないものであり、厳正な対応を行う旨などを
研修等の実施により社員に対して周知徹底し、OB・OG訪問等も含めて学生と接する際のルールをあ
らかじめ定めること等により、未然の防止に努めましょう。
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◇ハローワーク甲府
（甲府市・南アルプス市・甲斐市・笛吹市・中央市・昭和町）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
甲 府 第 一 （400-0007）　甲府市美咲 2-13-44 055（253）3525
甲 府 西 （400-0064）　甲府市下飯田 4-1-1 055（228）5161
甲 府 南 （400-0854）　甲府市中小河原町 222 055（241）3191
甲 府 東 （400-0805）　甲府市酒折 1-17-1 055（237）6931

甲 府 工 業 （400-0026）　甲府市塩部 2-7-1 055（252）4896
（400-0026）　甲府市塩部 2-9-1［専攻科］ 055（252）4896

甲 府 城 西 （400-0064）　甲府市下飯田 1-9-1 055（223）3101
甲 府 昭 和 （409-3866）　中巨摩郡昭和町西条 3000 055（275）6177
農 林 （400-0117）　甲斐市西八幡 4533 055（276）2611
巨 摩 （400-0306）　南アルプス市小笠原 1500-2 055（282）1163
白 根 （400-0211）　南アルプス市上今諏訪 1180 055（284）3031
中 央 （400-0035）　甲府市飯田 5-6-23 055（226）4411
甲 府 商 業 （400-0845）　甲府市上今井町 300 055（241）7511
笛 吹 （406-0031）　笛吹市石和町市部 3 055（262）2135
山 梨 英 和 （400-8507）　甲府市愛宕町 112 055（252）6187

甲 斐 清 和 （400-0867）　甲府市青沼 3-10-1 055（233）0127
（400-0033）　甲府市寿町 10-8［通信制］ 055（221）7888

駿 台 甲 府
（400-0026）　甲府市塩部 2-8-1［普通科］ 055（253）6211
（400-0845）　甲府市上今井町 1279-2［美術デザイン科］ 055（241）5311
（400-0845）　甲府市上今井町 884-1［通信制］ 055（243）0277

山 梨 学 院 （400-0805）　甲府市酒折 3-3-1 055（224）1600
（400-8575）　甲府市酒折 2-4-5［通信制］ 055（224）1414

東 海 大 学 付 属 甲 府 （400-0063）　甲府市金竹町 1-1 055（227）1111
日 本 航 空 （400-0108）　甲斐市宇津谷 445 0551（28）3355
盲 学 校 （400-0064）　甲府市下飯田 2-10-2 055（226）3361
甲 府 支 援 学 校 （400-0064）　甲府市下飯田 2-10-3 055（226）3322
わ か ば 支 援 学 校 （400-0226）　南アルプス市有野 3346-3 055（285）1750
か え で 支 援 学 校 （400-0807）　甲府市東光寺 2-25-1 055（223）6355
高 等 支 援 学 校
桃 花 台 学 園 （406-0026）　笛吹市石和町中川 1400 055（263）7760

山 梨 大 学 教 育 学 部�
附 属 特 別 支 援 学 校 （400-0006）　甲府市天神町 17-35 055（220）8282

◇ハローワーク富士吉田
（富士吉田市・富士河口湖町・山中湖村・鳴沢村・忍野村）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
吉 田 （403-0004）　富士吉田市下吉田 6-17-1 0555（22）2540
富 士 北 稜 （403-0017）　富士吉田市新西原 1-23-1 0555（22）4161
富 士 河 口 湖 （401-0301）　南都留郡富士河口湖町船津 6663-1 0555（73）2511
ひ ば り が 丘 （403-0032）　富士吉田市上吉田東 4-3-1 0555（22）8015
富 士 学 苑 （403-0013）　富士吉田市緑ヶ丘 1-1-1 0555（22）0696
ふじざくら支 援 学 校 （401-0301）南都留郡富士河口湖町船津 6663-1　 0555（72）5161

〒 400-0851　甲府市住吉 1-17-5
TEL　055（232）6060

◆甲府新卒応援ハローワーク
〒 400-0035　甲府市飯田 1-1-20　JA会館 5階

TEL　055(221)8609

〒 403-0014　富士吉田市竜ヶ丘 2-4-3
TEL　0555（23）8609

● ● ●   県 内 高 等 学 校 一 覧  ● ● ●

　全国の高校及び学科別就職者数・卒業予定者数等は、「高卒就職情報WEB 提供サービス」（https://koukou.
gakusei.hellowork.mhlw.jp/）の全国高等学校便覧から閲覧できます。
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◇ハローワーク大月
（大月市・上野原市・小菅村・丹波山村）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
都 　 　 　 　 留 （401-0013）　大月市大月2-11-20 0554（22）3125
上 　 野 　 原 （409-0133）　上野原市八ツ沢 555 0554（62）4510
日 本 大 学 明 誠 （409-0195）　上野原市上野原 3200 0554（62）5161
や ま び こ 支 援 学 校 （409-0618）　大月市猿橋町桂台 3-31-1 0554（23）1943

〒 401-0013　大月市大月 3-2-17
TEL　0554（22）8609

◇ハローワーク都留
（都留市・西桂町・道志村）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
都 留 興 譲 館 （402-0053）　都留市上谷 5-7-1 0554（43）2101

〒 402-0051　都留市下谷 3-7-31
TEL　0554（43）5141

◇ハローワーク塩山
（甲州市・山梨市）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
日 川 （405-0025）　山梨市一町田中1062 0553（22）2321
山 梨 （405-0018）　山梨市上神内川 194 0553（22）1621
塩 山 （404-0047）　甲州市塩山三日市場 440-1 0553（33）2542
ろ う 学 校 （405-0016）　山梨市大野 1009 0553（22）1378

〒 404-0042　甲州市塩山上於曽 1777-1
TEL　0553（33）8609

〒 407-0015　韮崎市若宮 1-10-41
TEL　0551（22）1331

◇ハローワーク韮崎
（韮崎市・北杜市）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号

北 杜 （408-0023）　北杜市長坂町渋沢 1007-19 0551（20）4025
韮 崎 （407-0015）　韮崎市若宮 3-2-1 0551（22）2415
韮 崎 工 業 （407-0031）　韮崎市竜岡町若尾新田 50-1 0551（22）1531
甲 陵 （408-0021）　北杜市長坂町長坂上条 2003 0551（32）3050
帝 京 第 三 （408-0044）　北杜市小淵沢町 2148 0551（36）2411

自 然 学 園 （408-0101）　北杜市須玉町小尾 6900
　　　　　　（大月市梁川町網の上 1225）

0551（45）0510
（0554（56）8500）

あ け ぼ の 支 援 学 校 （407-0046）韮崎市旭町上条南割 3251-1 0551（22）6131

◇ハローワーク鰍沢
（富士川町・市川三郷町・身延町・早川町・南部町）

学　校　名 （郵便番号）所在地 電話番号
青　　　　　　　　 洲 （409-3601）　西八代郡市川三郷町市川大門 1733-2 055（272）1161
身 延 （409-2531）　南巨摩郡身延町梅平 1201-2 0556（62）1045
身 延 山 （409-2597）　南巨摩郡身延町身延 3567 0556（62）3500

高卒就職情報ＷＥＢ提供サービス（全国高等学校便覧）はこちら

〒 400-0601 南巨摩郡富士川町鰍沢 1760-1
富士川地方合同庁舎 2階
TEL　0556（22）8609
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● ● ●   県 内 大 学 一 覧  ● ● ●

学　校　名 電話番号 郵便番号 所　在　地 学　　　部

山 梨 大 学 055（220）8739 400
-8510 甲府市武田 4-4-37 教育学部・工学部・生命環境学部

409-3898 中央市下河東 1110 医学部
都 留 文 科 大 学 0554（43）4341 402-8555 都留市田原 3-8-1 文学部・教養学部

山 梨 学 院 大 学 055（224）1210 400-8575 甲府市酒折 2-4-5
法学部・経営学部・経営情報学部・
健康栄養学部・国際リベラルアー
ツ学部・スポーツ科学部

帝 京 科 学 大 学 0554（63）4411 409-0193 上野原市八ツ沢 2525 生命環境学部・医療科学部・教育
人間科学部

身 延 山 大 学 0556（62）0107 409-2597 南巨摩郡身延町身延 3567 仏教学部
山 梨 英 和 大 学 055（223）6021 400-8555 甲府市横根町 888 人間文化学部

健 康 科 学 大 学 0555（83）5103 401
-0380 南都留郡富士河口湖町小立 7187 健康科学部

402-8580 都留市四日市場 909-2 看護学部

山 梨 県 立 大 学 055（288）8231 400-0035 甲府市飯田 5-11-1 国際政策学部・人間福祉学部
055（253）7780 400-0062 甲府市池田 1-6-1 看護学部

● ● ●   県 内 短 期 大 学 一 覧  ● ● ●

学　校　名 電話番号 郵便番号 所　在　地 学　　　部
市 立 大 月 短 期 大 学 0554（22）5611 401-0012 大月市御太刀 1-16-2 経済科
山 梨 学 院 短 期 大 学 055（224）1210 400-8575 甲府市酒折 2-4-5 食物栄養科・保育科
帝 京 学 園 短 期 大 学 0553（23）1240 405-0018 山梨市上神内川 1150-1 保育科

● ● ●   県 内 専 修 学 校 一 覧  ● ● ●

学　校　名 電話番号 郵便番号 所　在　地 学　　　部
山梨県歯科衛生専門学校 055（252）6484 400-0015 甲府市大手 1-4-1 歯科衛生士学科
帝 京 福 祉 専 門 学 校 0553（22）6776 405-0018 山梨市上神内川 77-3 介護福祉科
山梨県立宝石美術専門学校 055（232）6671 400-0031 甲府市丸の内 1-16-20 ココリ内 ジュエリー学科

専門学校甲府医療秘書学院 055（232）8541 400-0857 甲府市幸町 18-12 医療秘書科・診療情報管理士専攻コース・�
ソーシャルワーク併修コース

甲府市立甲府商科専門学校 055（243）0511 400-0054 甲府市西下条町 1020 会計情報科・情報処理科

専門学校サンテクノカレッジ 055（279）1212 400-0111 甲斐市竜王新町 1999-5 マルチメディア科・コンピューターコミュ
ニケーション科・情報システム科

共 立 高 等 看 護 学 院 055（228）7325 400-0035 甲府市飯田 3-1-35 看護学科
甲 府 ド レ メ 学 院 055（226）5533 400-0013 甲府市丸の内 2-18-15 アート・デザイン科

甲 府 看 護 専 門 学 校 055（254）3309 400-0026 甲府市塩部 3-1-4 看護第１学科・看護第２学科・
准看護学科

山梨県美容専門学校 055（252）8286 400-0008 甲府市緑が丘 2-13-36 美容科
山梨秀峰調理師専門学校 055（242）2223 400-0844 甲府市中町 264 調理師科・専門調理技術科
優 和 福 祉 専 門 学 校 055（268）6001 409-3853 中巨摩郡昭和町築地新居 374-1 介護福祉科

専門学校山梨県立農林大学校 0551（32）2269 408-0021 北杜市長坂町長坂上条 3251 養成科・専攻科
0556（42）7080 400-0502 南巨摩郡富士川町最勝寺 2290-1 森林学科

大原医療保育スポーツ
専 門 学 校 甲 府 校 055（236）1721 400-0031 甲府市丸の内 2-8-8 医療事務系、保育士・幼稚園教諭系、

スポーツ・トレーナー系
大 原ビジネス公 務 員
専 門 学 校 甲 府 校 055（237）1721 400-0031 甲府市丸の内 2-8-8 国家地方公務員系、警察・消防官系、

税理士系、ビジネス系、鉄道・トラベル系
甲 府 情 報 ＩＴ ク リ
エ ー タ ー 専 門 学 校 055（237）1721 400-0031 甲府市丸の内 2-8-8 情報ＩＴ、ゲーム系

● ● ●   県内公共職業能力開発施設一覧  ● ● ●

学　校　名 電話番号 郵便番号 所　在　地 学　　　部

県立産業技術短期大学校 0553（32）5201 404-0042 甲州市塩山上於曽1308
生産技術科・電子技術科・観光ビ
ジネス科・情報技術科

402-0053 都留市上谷 5-7-35 生産技術科・電子技術科
県立峡南高等技術専門校 0556（22）3171 400-0501 南巨摩郡富士川町青柳 3492 自動車整備科（２年）・電気システム課（１年）
県立就業支援センター 055（251）3210 400-0026 甲府市塩部 4-5-28 総合事務科
※「学校等が行う無料職業紹介事業」を行っている大学等を掲載
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○公共職業安定所（ハローワーク）

ハローワーク名 所　在　地
電話番号

管　轄　区　域
ＦＡＸ番号

ハ ロ ー ワ ー ク 甲 府 〒 400-0851
甲府市住吉 1-17-5

055（232）6060 甲府市・南アルプス市・甲斐市・
笛吹市・中央市・昭和町055（235）4186

ハローワーク富士吉田 〒 403-0014
富士吉田市竜ヶ丘 2-4-3

0555（23）8609 富士吉田市・富士河口湖町・
山中湖村・鳴沢村・忍野村0555（24）4019

ハ ロ ー ワ ー ク 大 月 〒 401-0013
大月市大月 3-2-17

0554（22）8609 大月市・上野原市・小菅村・
丹波山村0554（23）3459

ハ ロ ー ワ ー ク 都 留 〒 402-0051
都留市下谷 3-7-31

0554（43）5141
都留市・西桂町・道志村

0554（43）4367

ハ ロ ー ワ ー ク 塩 山 〒 404-0042
甲州市塩山上於曽 1777-1

0553（33）8609
甲州市・山梨市

0553（33）9009

ハ ロ ー ワ ー ク 韮 崎 〒 407-0015
韮崎市若宮 1-10-41

0551（22）1331
韮崎市・北杜市

0551（22）8154

ハ ロ ー ワ ー ク 鰍 沢
〒 400-0601
南巨摩郡富士川町鰍沢1760-1
富士川地方合同庁舎２階

0556（22）8689 市川三郷町・富士川町・身延町・
早川町・南部町0556（22）0253

○就職支援施設（U・I ターン、若年、学生等）

施　設　名　称 所　在　地 電話番号
FAX番号

甲府新卒応援ハローワーク
ヤ ン グ ハ ロ ー ワ ー ク 〒 400-0035

甲府飯田 1-1-20　JA会館 5階

055（221）8609

055（221）8629

ジ ョ ブ カ フ ェ や ま な し
055（233）4510

055（233）4518

東京新卒応援ハローワーク 〒 163-0721
新宿区西新宿 2-7-1　小田急第一生命ビル 21 階 03（5339）8609

八王子新卒支援ハローワーク 〒 192-0083
八王子市旭町 10-2　八王子TCビル 6階 042（631）9505

やまなし暮らし支援センター 〒 100-0006　千代田区有楽町 2-10-1
東京交通会館（ＮＰＯふるさと回帰支援センター内）

03（6273）4306

03（6273）4307
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